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すでに大企業については２０１０年４月から適用されていますが、ついにこの４月から 

中小企業にも１か月の法定時間外労働が６０時間を超える労働時間については、法定割増 

賃金率５０％以上の適用が義務化されます。詳細については以下の通りです。 

 

 

  

  〇法定時間外労働とは？ 

   会社が就業規則であらかじめ取り決めている所定外労働時間では無く、原則１日８時間を超える 

労働時間または１週４０時間を超える労働時間を指します。 

＜法定時間外労働に含まれないもの＞ 

・法定休日（１週１日または４週４日の休日）の労働時間 

・深夜労働（夜の２２時から翌日の５時）であっても１日８時間、１週４０時間を超えていない時間 

＜法定時間外労働に含まれるもの＞ 

 ・所定休日（法定休日以外で会社が任意に設定している休日）労働で１日８時間を超えている時間 

  または、所定休日労働によって１週４０時間を超えた時間 

  〇１か月とは？ 

   １か月の起算日については法律上特に決まりはなく、会社で賃金計算期間の初日や毎月１日、 

３６協定の期間の初日などにすることが考えられます。 

  

 

  〇今回の改正により、法定割増賃金率が引き上げられるため、就業規則（主に賃金・給与規程）を 

   引き上げられた法定割増率を踏まえた内容に見直し、給与計算を行う際にもその内容を反映させる 

   必要があります。 

  〇今回の改正により引き上げられた法定割増賃金率（＋２５％）のかわりに、代替休暇（１日または 

半日単位）を与えることも可能ですが、代替休暇を導入するためには、労使協定の締結や就業規則に 

算定方法の記載等の対応が必要となります。 
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